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公共サービスの再構築と拡充及び雇用・貧困対策に関する要請について
　日頃の国政全般における貴職のご尽力に心から敬意を表します。
　さて、市民生活の質を確保し、企業が有効に活動するための基盤でもある公共サービスは、二極化と格差社会の進行による質の劣化そして地域間の公平性の喪失などをはじめとして、国民生活に深刻な影響を及ぼしています。暮らしを支え、バックアップする、市民ニーズに基づく公共サービスを市民の参加により構築するとともに、良質な公共サービスの実現は喫緊の課題といえます。
　政府は、現下の深刻な経済・雇用情勢に対し、2008年度第一次補正予算（事業規模11.5兆円、財政支出1.8兆円）、同第二次補正予算（事業規模27兆円、財政支出6兆円）、2009年度当初予算（景気対策として事業規模37兆円、財政支出4兆円）、同第一次補正予算（経済危機対策15.4兆円含）をはじめとした景気対策を進められているものと思います。
　一方、雇用情勢は、有効求人倍率は0.52倍と2002年4月以来７年ぶりの低水準となり完全失業者数は335万人に達するなど、なお悪化している状況にあります。
　つきましては、国民生活の安心・安全を確保するセーフティネットとしての公共サービスの再構築と雇用・貧困対策について、下記のことを実現されるよう要請します。
記
１．国民が安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする「公共サービス基本法」（2009年5月13日成立）の趣旨に基づき、国民が日常生活及び社会生活を円滑に営むために必要な基本的需要を満たす等、同法に基づく具体的な施策等を措置すること。
２．国及び自治体の直接雇用対策については、短期・低賃金の臨時的職員の雇用ではなく、国の定員削減計画及び自治体の集中改革プランを一時凍結し、常勤職員の採用を前倒しすること。
３．母子自立支援員、婦人相談員、家庭相談員について、非常勤職員を原則とする規定を見直すための法令改正や通知の見直しを行うこと。
４．非常勤職員等の雇用安定と均等待遇を実現するため、本格的な短時間公務員制度を創設すること。
５．急増する生活保護受給者に対応するため、生活保護制度の運用及び制度の改善を早急に実施すること。特に、生活保護国庫負担金の確保及び自治体への早期交付を実施するとともに、ケースワーカーの十分な配置と事務費を確保するため、地方交付税の改善をはじめ必要な財源措置を実施すること。
６．自治体の母子寡婦福祉貸付金制度等の拡充をはかること。また、生活福祉資金、特に離職者支援資金及び緊急小口資金の改善をはかること。
７．就学援助制度、奨学金などの教育支援対策の拡充を行うこと。また、先進諸国並みに、家計基盤の弱い家庭への子どもに係る給付の拡充をはかること。
８．失業者・低所得者層に対する住宅保障として、公営住宅等の積極活用と入居要件の緩和、家賃軽減対策措置を実施すること。また、現在、入居者がなく空き室となっている国家公務員宿舎についても積極活用すること。
以　　上

